
久留米市告示第４１６号 
 
 久留米市財政状況の公表に関する条例（昭和２８年久留米市条例第２４号）

の規定に基づき、平成 19 年４月１日から平成 19 年９月３０日までの期間にお

ける財政状況を公表します。 
 
   平成１９年１１月７日 
 
                    久留米市長 江藤 守國 
 
 
 
 
●市勢（平成 19 年９月３０日現在） 
 
 人 口／３０５，１４１人 
 世帯数／１１８，５３７世帯 
面 積／２２９．８４ k ㎡ 

 
 



平成１9年度予算の執行状況

財政の動向及び方針

一般会計（単位：百万円、％）
●歳   入 ●歳   出

    予算現額 収入済額   収入率  予算現額 支出済額   執行率
市 税 37,437 21,306 56.9% 民 生 費 35,768 12,080 33.8%
地 方 交 付 税 15,515 10,942 70.5% 土 木 費 16,430 2,970 18.1%
国 庫 支 出 金 14,195 4,228 29.8% 教 育 費 13,007 4,791 36.8%
市 債 13,165 0 0.0% 公 債 費 11,256 4,300 38.2%
繰 入 金 5,699 0 0.0% 総 務 費 8,577 3,580 41.7%
諸 収 入 5,359 387 7.2% 衛 生 費 9,367 2,791 29.8%
そ の 他 18,172 5,579 30.7% 商 工 費 5,916 4,237 71.6%

計 109,542 42,442 38.7% 農 林 水 産 業 費 5,002 984 19.7%
   消 防 費 2,902 1,263 43.5%

議 会 費 737 349 47.4%
そ の 他 580 226 39.0%

計 109,542 37,571 34.3%

特別会計（単位：百万円、％）   

●歳  入／歳  出  

　　予算現額 収入済額 　収入率 支出済額 　 執行率
国 民 健 康 保 険 36,855 10,754 29.2% 15,936 43.2%
老 人 保 健 29,198 12,266 42.0% 12,479 42.7%
介 護 保 険 18,755 7,359 39.2% 7,226 38.5%
競 輪 16,490 2,048 12.4% 2,285 13.9%
下 水 道 13,162 1,323 10.1% 4,665 35.4%
中 央 卸 売 市 場 281 84 29.9% 117 41.6%
特定地域生活排水処理 259 30 11.6% 54 20.8%
農 業 集 落 排 水 198 27 13.6% 72 36.4%
住宅新築資金等貸付 46 8 17.4% 18 39.1%
市 営 駐 車 場 40 13 32.5% 12 30.0%
地 方 卸 売 市 場 14 3 21.4% 6 42.9%
簡 易 水 道 13 3 23.1% 4 30.8%

計 115,311 33,918 29.4% 42,874 37.2%

　

市債の状況
 ●　一般会計（予算区分別） 

　  　　　　９月末現在高 　　構成比
土 木 ３６１億４，７０２万円 32.8%
教 育 ２１０億９，９４２万円 19.2%
臨 時 財 政 対 １９５億１，０５２万円 17.7%
減 税 補 て ん ６５億２，４４２万円 5.9%

 衛 生 ５８億９，８９９万円 5.4%
庁 舎 ４６億８，１１６万円 4.3%
公 営 住 宅 ２８億４，３７６万円 2.6%
そ の 他 １３３億５，４５３万円 12.1%

計 100.0%

 ●　特別会計  

 　　　　９月末現在高 　　構成比
公 共 下 水 道 ５１０億７，５１０万円 91.7%
農業集落排水 １７億３，７１８万円 3.1%
特定環境保全公共下水道 １２億７８０万円 2.2%
中 央 卸 売 市

場
１０億３，４９５万円 1.9%

特定地域生活排水処理 ５億２，８７０万円 0.9%
住宅新築資金等貸付 １億４２１万円 0.2%

 簡 易 水 道 ２，４４０万円 0.0%
地 方 卸 売 市 １８２万円 0.0%

計 ５５７億１，４１６万円 100.0%

市が持っている財産
             　             （平成１9年9月30日現在）

基 金
債 権
出資による権利
有 価 証 券
土 地
建 物

　歳入の根幹となる市税については、国からの税源移譲による影響はあるものの、所得譲与税の廃止等を含めて比較すると、伸びが
見込めない状況です。また、地方交付税も減額の見込みであり、主要な一般財源収入は前年度を下回る見込みです。このような厳し
い財政状況の中、久留米市では、新行政改革行動計画に基づき歳出の削減、効率化に努めるとともに、平成２０年４月の中核市移行
を見据え、市民の福祉の向上と県南地域の発展をリードする拠点機能の形成を目指した政策を実施しています。

１，１００億５，９８２万円

 　　７５２万８，５０５㎡
　 　１０１万４，５１４㎡

　　１９８億１，６０７万円

　　　１６億１，５６７万円
　　　　８億８，６２０万円

　　　３９億１，８３０万円




